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Ⅰ はじめに 

平成 28 年 12 月に官民データ活用推進法（平成 28 年法律第 103 号）が成立

し、データ流通環境の整備や行政手続のオンライン利用の原則化など、官民デ

ータの活用に資する各種施策の推進が政府の取組として義務付けられた。平成

29 年 5 月には同法及び高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（平成 12 年

法律第 144 号）に基づく取組を具体化するものとして、「世界最先端 IT 国家創造

宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成 29 年 5 月 30 日閣議決定）が策定さ

れている。 

特に、上記計画の重点分野の一つである電子行政分野における取組につい

ては、平成 29 年 5 月に「デジタル・ガバメント推進方針」（平成 29 年 5 月 30 日高

度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定）

が策定された。本方針では、本格的に国民・事業者の利便性向上に重点を置き、

行政の在り方そのものをデジタル前提で見直すデジタル・ガバメントの実現を目

指すこととされている。 

平成 30 年 1 月には「デジタル・ガバメント推進方針」に示された方向性を具体

化し、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に掲げられ

た重点分野の一つである電子行政分野を深掘り、詳細化した計画として「デジタ

ル・ガバメント実行計画」（平成 30 年 1 月 16 日 e ガバメント閣僚会議決定）が策

定された。 

具体的には、行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結さ

せる（行政サービスの 100％デジタル化）ために不可欠な 3 原則（デジタルファー

スト、ワンスオンリー及びコネクテッド・ワンストップ）に沿って、政府一体となって、

利用者の利便性の向上に立ち返った業務改革（ＢＰＲ）を徹底し、手続のオンライ

ン化、ワンストップサービスの推進に取り組み、国民・企業の時間・労力の無駄を

削減することにより、「すぐ使えて」、「簡単で」、「便利な」行政サービスを目指すこ

ととされている。 

 

一方、自動車保有関係手続については、申請者負担の軽減、業務の効率化を

図るため、平成 17 年より新車新規手続を対象にオンラインでの申請を可能とす

る「自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）」の運用を開始した。また、

平成 29 年 4 月からは対象手続を継続検査、変更登録、移転登録、中古車新規

登録、一時抹消登録及び永久抹消登録に拡大した。 

しかし、OSS の利用は、新車新規については、平成 29 年度末で 94.0 万件

（31.3%）、継続検査については、28.9 万件（1.9%）となっており、更なる利用促進策

を講じることが必要となっている。 

特に、継続検査、変更登録及び移転登録（以下「継続検査等」という。）につい

ては、OSS で申請した場合であっても、自動車検査証受取りのための運輸支局
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等への出頭が必要となっており、OSS の利用が進まない要因のひとつとなってい

る。 

 

こうした状況の中で、本年 6 月にとりまとめられた「未来投資戦略 2018（平成

30 年 6 月 15 日閣議決定）」において、デジタル・ガバメントの実現に向けた取り

組みの一つとして、自動車保有関係手続に関するワンストップサービスの充実・

拡充が盛り込まれ、そのために自動車検査証の電子化の推進に取り組むことと

された。 

自動車検査証の電子化は、自動車保有関係手続のために必要な運輸支局等

への出頭を不要にし、OSS の利用を促進する効果が見込まれるほか、更なる展

開として、行政機関、民間事業者による新たなサービスへの活用の可能性につ

ながるものである。 

 

本検討会では、まずはフェーズⅠとして、手続の簡素化に焦点をあて、その基

本的なコンセプトについて議論を重ね、本「中間とりまとめ」をとりまとめた。本「中

間とりまとめ」以降、今年度は、とりまとめた基本コンセプトを具体化する際に必

要な技術的な要件の検討を行い、さらに、来年度はフェーズⅡとして、電子化さ

れた自動車検査証の更なる展開の可能性について検討を深めていくことを予定

している。  
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Ⅱ 自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）の推進 

１．OSS の経緯 

自動車保有関係の行政手続は、道路運送車両法に基づく登録・検査のほか、

自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づく保管場所証明、各種税法に基

づく納税・申告等多岐にわたるほか、これらの制度を所管する行政機関も異なって

いる。また、自動車の登録・検査に係る申請数は年間3千万件に上り、手続きの簡

素化を図ることは、自動車保有関係手続に関与する者の負担軽減にとって重要な

課題であった。 

このため、国土交通省、警察庁、総務省等の関係省庁において、平成 10 年 12

月より自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）の検討が開始され、平

成 17 年 12 月より、東京都、神奈川県、愛知県及び大阪府において、新車新規登

録を対象として OSS が稼働した。その後、平成 29 年 4 月に対象手続の抜本的拡

大が行われ、継続検査、移転登録、変更登録、中古車新規登録、一時抹消登録

及び永久抹消登録が対象となった。また、OSS 導入地域も拡大し、平成 30 年 10

月時点で、新車・中古車新規登録については 35 都道府県、継続検査については

全国 47 都道府県、変更登録、移転登録、一時抹消登録及び永久抹消登録につい

ては全国 33 都道府県で利用可能となっている。 

 

２．OSS の利用促進 

OSS については、稼働当初、OSS を利用するための環境整備に課題が多く

利用が低迷していた。例えば、申請者の本人確認等の際に住民基本台帳カー

ドの利用を必須としていたが、当該カードの取得自体が任意であったことな

どにより、同カードを用いた申請が進まなかった。このため、平成 19 年度よ

り印鑑登録証明書を併用した本人確認を導入する等、利用促進のための改善

策を実施するとともに、業界団体とも協力して OSS の普及活動を進め、利用

率の向上に取り組んできた。その他、ダイレクト納付サービスiの導入（平成

25 年度）、納税証明書の電子確認ii（平成 27 年度）など、利用環境の整備と利

便性向上の取組を続けてきた。 

また、平成 30 年 4 月には、検査登録手数料を改定し、書面申請と OSS 申

請の場合の手数料に差を設けたところである。 
                                                   
i 従来、税・手数料を電子納付するにあたり、システムから通知された納付額や振込先情報を逐一入力し、インターネ

ットバンキングを用いて振り込みを行っていたが、それらの入力作業を省略し、ワンクリックで納付可能とする機能を

導入。 
ii 継続検査 OSS の一部として、運輸支局等と都道府県税システムをオンラインで接続し、運輸支局等の職員が自動車

税の納税状況を電子的に確認できるようにすることで自動車税納税証明書の提示の省略を可能とした。 
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３．OSS の現状 

上述したとおり、OSS については、平成 17 年の導入開始以降、利用環境の整

備と利便性向上の取組を行い、また、OSS 導入地域、対象手続の拡大を順次図っ

てきた。 

しかしながら、その利用については、平成 29 年度では新車新規は、94.0 万件

（31.3%）、継続検査は、28.9 万件（1.9%）となっており、新車新規については、一定の

利用があるものの、継続検査等は低調となっている。OSS は行政手続に係る時間

の削減等により、ディーラー、整備事業者等の負担軽減につながるものであり、利

用率向上に向け、更なる利便性の向上が必要である。 
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Ⅲ 自動車検査証の電子化の基本的方向性 

１．自動車検査証の電子化について 

（１）基本的考え方 

自動車の保有関係手続については、OSS により申請手続のオンライン化は

図られているものの、自動車検査証を受取るため、運輸支局等へ出頭する必

要性が残存しており、更なる OSS の推進にあたっては、運輸支局等への出頭を

不要とするため、自動車検査証の電子化を進めることが有効である。 

一方、現行の自動車検査証については、自動車ユーザーはもとより、民間事

業者や行政機関等において、自賠責保険・自動車保険契約、定期点検整備、

自動車の流通、交通取締り、徴税、各種許認可など、様々な場面で利用されて

いる。また、その利用方法も本人による記載内容の確認に加え、原本の提示や

写しの提出など多様である。 

このため、自動車検査証の電子化にあたっては、継続検査等の OSS 手続き

の際に残る、自動車検査証受取りのための運輸支局等への出頭を不要化でき

る仕組みとしつつも、自動車検査証が社会に浸透し、多様な主体・方法により

利用されていることを踏まえ、現行の自動車検査証の利点である閲覧・持ち運

びの容易さを維持しながら、電子化された場合には利用者とって更なるメリット

がある仕組みとすることが適当である。 

具体的には、 

・電子化された自動車検査証の所有者・使用者及びこれを提示された者

が容易に自動車検査証の記録内容を確認できるようにすること 

・自動車検査証の記録内容の電子データの作成及び印刷ができるように

すること 

・書面の自動車検査証と同様に持ち運びやすいものとすること 

・現在と同程度以上のセキュリティレベルを確保すること 

・整備事業者、保険会社等の自動車検査証の利用者が現在行っている自

動車検査証の内容の電子データ作成のための手入力作業が不要となる

よう、読み取った記録内容を電子的に利活用できるようにすること 

・自動車検査証の電子化を契機とした更なる可能性の追求が可能となる

よう拡張性を自動車検査証に持たせること 

が必要と考えられる。 

また、OSS の推進によるユーザーの利便性向上の観点からは、現在 OSS の 

対象となっていない手続についても OSS に対応するよう検討を行うことが適当

である。 

【別添１ 参照】 
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（２）具体的な電子化方策 

本検討会においては、上記の基本的考え方を踏まえつつ、①電子化に伴う

申請手続フロー、②電子化の方式、③閲覧方法等、④自動車検査証の記録

事務代行・運用体制等、⑤軽自動車等における自動車検査証の扱い、⑥導入

時期、⑦導入コスト等について、登録自動車における手続を例に検討を行っ

た。 

 

①電子化に伴う申請手続フロー 

従来、継続検査等を OSS で申請した場合であっても、自動車検査証受取

りのために運輸支局等に出頭していたが、これを不要化するためには、自動

車検査証の情報の更新に係る事務の一部を申請に関与した OSS 手続代行

者（指定整備事業者等）又は OSS 申請代理人（以下「OSS 手続代行者等」と

いう。）において行うフローとすることが適当と考えられる。 

具体的には、継続検査の例では、OSS 申請が行われた場合、運輸支局等

において必要な審査を実施し、審査終了後特段の問題がなければ、審査完

了の旨を通知するとともに、自動車検査証の有効期間の更新情報を OSS 手

続代行者等に通知し、これを OSS 手続代行者等において電子化された自動

車検査証に記録することが考えられる。これは、OSS で申請した変更登録及

び移転登録においても同様の手続フローとすることが適切と考えられる。 

また、自動車検査証の電子化により、自動車検査証受取りのための運輸

支局等への出頭が不要となっても、継続検査の際に併せて交付される検査

標章が運輸支局等でのみ交付される場合は、結局、運輸支局等への出頭が

残る。このため、検査標章についても、OSS 手続代行者等で印刷・交付する

ことを可能とする必要があり、自動車検査証の有効期間等の更新情報の通

知の際に、あわせて検査標章の印刷情報も通知し、これを OSS 手続代行者

等が印刷・交付することが適当と考えられる。 

なお、検査標章の交付は、自動車検査証の記録と一体となった手続であ

ることを踏まえ、同一の主体が同時に行うことが適当である。 
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②電子化の方式 

自動車検査証の電子化の方式については、ＩＣカードなどＩＣチップを活用

する方式とオンライン上のみで自動車検査証情報を確認する方式が考えら

れる。また、ＩＣチップを活用する方式については、ＩＣカード方式、車載器方式、

車体埋込方式、ＲＦＩＤタグ方式に分けられ、それぞれＩＣチップに全ての自動

車検査証情報を格納する場合とＩＣチップには鍵の情報のみを格納し、オンラ

インで自動車検査証情報を確認する場合が考えられる。 

それぞれの電子化方式について、インターネット接続環境の有無による閲

覧の可否、持ち運びの容易性、普及の容易性、券面表記の活用、導入コスト

などを考慮すると、インターネット接続環境がなくても閲覧できる方式であり、

現行の自動車検査証同様に持ち運びも可能で、普及も容易であるＩＣカード

方式を導入することが適当である。また、ＩＣカード方式は、カード券面にも自

動車検査証の情報の一部を記載することが可能であり、利用者利便にも資

すると考えられる。なお、ＩＣカードの券面には、自動車の使用者等が容易に

自動車検査証の記録内容を確認できるよう必要な事項を表記することが適

切である。 

さらに、今後、ＩＣカードの具体的な方式を検討する際には、運転免許証や

マイナンバーカードといった他の行政機関において既に導入されているＩＣカ

ードの方式との整合性についても留意すべきである。 

【別添２ 参照】 
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③閲覧方法等 

ア．自動車検査証の記載事項等 

現行の自動車検査証の記載事項は、自動車検査証の電子化後、全てＩ

Ｃチップに記録されることとなるが、自動車検査証の利用者の利便性を確

保するため、自動車検査証記載事項の一部については、券面に記載し、

容易に目視確認出来るようにすることが適当と考えられる。券面記載事項

については、継続検査等の OSS 申請において更新されない事項、例えば、

使用者の氏名、自動車登録番号、車台番号、諸元などとし、継続検査等の

結果、更新を行う事項、例えば、有効期間、所有者の氏名・住所、使用者

の住所、使用の本拠の位置等については、ＩＣチップへの記録のみとするこ

とが妥当であると考えられる。具体的な券面記載事項については、今後、

自動車検査証を利用する関係者と十分に調整を行っていくことが適当であ

る。 

また、ＩＣチップの空き容量については、将来的に行政機関、民間事業者

等も利活用できるような仕組みとすることが適当であると考える。 

【別添３、４ 参照】 

 

イ．ＩＣチップ記録の閲覧方法 

自動車検査証のＩＣチップには、所有者の氏名・住所、使用者の住所等

の個人情報が記録されることとなり、自動車検査証を悪用しようとする者

がこれらの情報にアクセスしようとすることを防ぐ観点から、何らかのセキ

ュリティ対策を講じる必要があると考えられる。 

具体的なＩＣチップ記録の閲覧方法として、ＩＣカードの読取端末（ＩＣカー

ドリーダ等）にＩＣチップをかざすことに加え、ⅰ）ＩＣチップへのアクセス用の

ＱＲコードの読取り、ⅱ）パスワードの入力、ⅲ）自動車検査証に予め記載

されているセキュリティコードの入力などが考えられ、どの程度認証プロセ

スを盛り込む必要があるかを検討した。この点、いずれの認証プロセスも

不要とし、ＩＣカードの読取端末にかざすのみでＩＣチップ記録を閲覧できる

こととする場合、スキミング対策が不十分であり、一方で、必要な認証プロ

セスが多いほど閲覧の手間が増え、利便性が損なわれることから、現行の

自動車検査証は、その提示を受けた者が目視で容易に閲覧可能である点

を踏まえれば、自動車検査証の閲覧については、いずれか一つの認証プ

ロセスを必要とすれば十分であると考えられる。また、各認証プロセスを比

較すると、ＱＲコードについては別途読取端末が必要であり、パスワードに

ついては、パスワードを失念する恐れがあり、セキュリティコードについて

は、券面上で確認することが出来るため、閲覧の利便性の観点から、セキ

ュリティコードの入力を求めることが適当である。 

【別添５ 参照】 
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ウ．ＩＣチップ記録の印刷等 

ＩＣチップ記録については、読取端末を用いた閲覧のほか、利用者の利

便性を確保する観点から、ＩＣチップ記録情報の印刷及び電子ファイルの生

成を可能とする仕組みを導入することが必要である。 

特にＩＣチップ記録情報の印刷については、まずは、広く一般にＩＣカード

の読取環境が普及するまでの間は、運輸支局等において自動車検査証を

交付する際に、併せて、当該情報を印刷した控えの書面を交付する運用

等を行うことが適当であると考えられる。加えて、継続検査等の OSS 申請

時に、記録等事務代行者（④参照）が自動車検査証の記録を更新した際

にも、同様に自動車ユーザーに対して控えの書面を交付することが望まれ

る。 

以上のように、当面、運輸支局等において自動車検査証の交付時に控

えの書面を交付すること等により、ＩＣチップ記録の閲覧のために必要とな

るＩＣカードリーダ等を有しない場合であっても、ＩＣチップ記録情報を閲覧す

る必要がある場合に対応することが可能となる。 

さらに、自動車検査証の利用者における自動車検査証記載内容の手入

力作業を不要とし、業務効率化が図られるよう、ＩＣチップ記録情報を各利

用者が用いているアプリケーションに電子的に取り込めるような仕組みを

導入することが適当である。 

【別添６、７ 参照】 

 

④自動車検査証の記録事務及び検査標章の印刷事務の代行・運用体制等 

ア． 記録事務及び印刷事務の代行・運用体制 

上記（２）①に記載のとおり、自動車検査証の電子化に当たっては、申請

に関与した OSS 手続代行者等において、継続検査等の OSS 申請時の情

報の記録及び検査標章の印刷・交付の事務（以下「記録等事務」という。）

を実施することを可能とすることが必要である。これは、申請元における業

務効率化の観点から、本来国が実施する事務の一部を OSS 手続代行者

等が実施することを可能とするものであり、国からの事務の委託という位置

付けになると考えられる。記録等事務については、本来国が実施するもの

であり、個人情報の管理、自動車検査証が不正利用されたときの影響の大

きさに鑑み、適切で確実な遂行が求められることから、当該 OSS 申請に関

与した、OSS 手続代行者等に一定の要件を設定し、これを満たした者に限

り国から委託し、記録等事務代行を認めることとするのが適当である。また、

当該委託の受託者（以下「記録等事務代行者」という。）における業務の適

切な遂行を確保するため、国は、検査標章の偽造防止対策等を実行すると

ともに、必要に応じて監査等を行える体制を構築する必要があると考えら

れる。 
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【別添８、９ 参照】 

 

イ． OSS 手続に関与しない者への記録等事務代行の委託  

上記ア．は、実際に OSS 申請に関与した者が記録等事務代行を実施す

る場合についてであるが、例えば、国から記録等事務の委託を受けていな

い指定整備事業者Ａが、継続検査 OSS を申請した際に、国から記録等事

務の委託を受けている近隣の指定整備事業者Ｂに、記録等事務のみを依

頼することの是非について検討を行った。 

これについて、指定整備事業者Ａにとっては、設備投資の軽減等のメリッ

トがある一方で、次のようなデメリットが考えられることから、自動車検査証

が電子化された後においても当面は、上述の記録等事務のみを依頼する

場合は、認めないこととするのが適当であると考えられる。 

・指定整備事業者Ａは、自動車検査証を自社の事業場以外に持っていく

ための移動が必要。 

・顧客の個人情報、車両情報について、指定整備事業者Ｂにおいて適切

に管理されることを指定整備事業者Ａが確認し、顧客に説明する必要

があり、指定整備事業者Ｂにおいて問題が発生した場合にも一義的に

は指定整備事業者Ａの責任。 

・指定整備事業者Ａは顧客から指定整備事業者Ｂへの委託の了解を得

ることが必要。 

・指定整備事業者Ｂが自ら記録等事務代行者として業務を行っている場

合、自社で依頼を受けた場合と、指定整備事業者Ａから委託を受けた

場合の業務を区別して行わなければならず業務が煩雑化。 

・指定整備事業者Ａによる不正車検発覚時に、指定整備事業者Ｂも捜

査・監査の対象となり得る。 

・行政側にとって、管理監督対象事業者・事務が増加することにより、業

務が煩雑化することが懸念。 

 

ウ． 記録等事務代行者間での記録等事務代行に係る設備の共用 

上記ア．は、実際に OSS 申請に関与した者が記録等事務代行を実施す

る場合についてであるが、例えば、複数の指定整備事業者が設備を共用し、

記録等事務代行を実施する場合の是非について検討行った。 

これについて、指定整備事業者にとっては、設備投資の軽減等のメリット

がある一方で、次のようなデメリットが考えられることから、自動車検査証が

電子化された後においても当面は、上述の設備の共用は、認めないことと

するのが適当である。 

・自動車検査証を自社の事業場以外に持っていくための移動が必要。 

・設備・機器の管理（メンテナンス、アクセス権限の管理等）が煩雑。 
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・不正、不具合の発生時の影響が大きい（自社にとどまらない）。また、

責任が不明確となる恐れ。 

・不正、不具合発生時の責任が不明確となり、行政側として管理監督業

務が煩雑化することが懸念。 

 

⑤軽自動車等における自動車検査証の扱い 

軽自動車及び小型二輪車における自動車検査証について、電子化しない

場合には、書面の自動車検査証と電子化された自動車検査証が併存するこ

ととなり、民間・行政双方における自動車検査証の利用者が、２系統の事務

を実施することが必要となり、業務の煩雑化に繋がるため、あわせて電子化

することが適当である。 

なお、軽自動車、小型二輪車の自動車検査証についても、登録車と共通

の機器が利用できる仕組みとすることが必要である。 

 

⑥導入時期 

ア． 導入方法 

電子化された自動車検査証と紙の自動車検査証が併存することは、自

動車ユーザーや自動車検査証を利用する者にとって、電子化の効用を十

分に享受できないだけでなく、混乱を招く可能性もあるため、一斉に電子化

する方が望ましく、全車を対象に導入を開始し、継続検査等のタイミングで

順次切り替えていくべきである。 

また、自動車検査証の交付主体である国土交通省と軽自動車検査協会

とで、システム更改の時期が異なるため、交付時期が離れすぎないよう、予

め調整することが必要である。 

 

 

 

イ． 導入スケジュール 

自動車検査証電子化の実現にあたっては、国が保有する自動車登録検

査業務電子情報処理システム（MOTAS）の改修が必要である。次期

MOTAS 更改のスケジュール等を踏まえると、概ね以下のように進めていく
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ことが妥当であると考えられるが、実際の自動車検査証の電子化の時期に

ついては、今後のシステムの開発状況、関係者における準備状況、事前の

試行状況等を踏まえ、最終決定することが適当である。 

特に、自動車検査証の利用者が多岐にわたることを踏まえ、関係者が参

加する事前の試行を十分に行う必要があり、その具体的な試行の実施方

法について速やかに検討を行うことが必要である。 
 

 

 

⑦導入コスト 

国土交通省におけるシステム改修にかかる費用の低減を図ることはもとよ

り、関係者において準備する機器等についても、専用機ではなく、汎用機を

利用できる設計とするなど、各主体の導入コストの低減を図るべきである。 

特に、先行して導入している他の行政機関におけるＩＣカードの読取り・書

換え端末が利用できるように配慮することが適当である。 

【別添１０ 参照】 

 

（３）電子化に向けた制度整備 

（２）の実現にあたっては、道路運送車両法等の法令改正が必要となる。上

述のスケジュールも勘案し、自動車検査証の電子化に向けた法令改正に速や

かに着手することが適当である。 
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２．国内外における電子化の事例 

（１）行政情報等の電子化に関する国内事例 

①個人番号カード（マイナンバーカード） 

個人番号カードは、マイナンバーの確認と身元（実存）の確認を同時に行

うことを可能とするとともに、電子的に個人を認証する機能（ＩＣチップ）を搭載

し、様々な用途に利用することを目的に平成28年1月より導入され、約1,470

万枚が発行（平成 30 年 7 月 1 日時点）されている。 

Ｉ Ｃ カ ー ド の 通 信 規 格 と し て は 接 触 型 （ ISO/IEC7816 ） 、 非 接 触 型

（ISO/IEC14443（TypeB））の双方を備えている。 

ＩＣチップには、「電子証明書」、「券面記載事項」、「顔写真データ」、「住民

票コード」が格納されており、これらの情報については、専用ソフトウェアをイ

ンストールした端末の他、一部のスマートフォンで利用可能となっている。 

 

②住民基本台帳カード 

住民基本台帳カードは、全国規模で本人確認を行うシステムとして、住基

ネットが構築され、個人が住基ネットを効果的に利用できるようにすることを

目的に平成 15 年 8 月に導入され、約 960 万枚が発行（平成 27 年 12 月 31

日時点）された。なお、マイナンバーカードの導入に伴い、発行は終了してい

る。 

Ｉ Ｃ カ ー ド の 通 信 規 格 と し て は 接 触 型 （ ISO/IEC7816 ） 、 非 接 触 型

（ISO/IEC14443（TypeB））の双方を備えている。 

ＩＣチップには、「住民票コード」、「券面記載事項」、「電子証明書（希望者

のみ）」が格納されており、これらの情報については、専用ソフトウェアをイン

ストールした端末で利用可能となっている。 

 

③運転免許証 

ＩＣカード運転免許証は、免許証の偽変造を防止することを目的に平成 19

年 1 月より、全国で順次導入を開始し、平成 22 年 1 月全国にて導入された。 

ＩＣカードの通信規格は非接触型（ISO/IEC14443（TypeB））を採用されてい

る。 

ＩＣチップには、「券面記載事項」、「本籍」、「顔写真データ」が格納されてお

り、これらの情報については、専用ソフトウェアをインストールした端末で閲

覧可能となっている。 

 

④パスポート 

ＩＣ旅券は、パスポートの不正使用を防止することを目的に平成 18 年 3 月

20 日以降の申請から導入された。 
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ＩＣチップ読取りの通信規格としては、非接触型（ISO/IEC14443（TypeB））

が採用されている。 

ＩＣチップには、「身分事項ページ記載事項」、「顔写真データ」が格納され

ており、これらの情報については、市販のパスポートリーダで閲覧可能となっ

ている。 

 

 

（２）自動車検査証の電子化に関する海外事例 

日本における自動車検査証に相当する証明書の電子化状況について、米国

及び欧州諸国を調査したところ、米国においては電子化されている事例は見当

たらなかった。 

一方、欧州では、自動車登録にあたり発行される登録証明書について、欧州

指令iiiにおいて、ＩＣカードの導入が可能となっており、これに基づき、オランダ、

スロバキア及びオーストリアにおいては、ＩＣ登録証明書（ＩＣカード）が導入され

ている。 

 

①ＩＣ登録証明書の導入背景等 

欧州におけるＩＣ登録証明書の状況をまとめた「ＩＣ登録証明書に関する報

告書」（２０１３年５月、欧州車両・運転者登録機関協会第５分化会）ivによると、

ＩＣ登録証明書の導入の経緯、オランダにおける導入のための内部検討結果

等が次のとおりまとめられている。 

 

 ＜ＥＵにおける経緯＞ 

・1999 年 車両登録証明書に関する欧州理事会指令の公布 

・2003 年 IC カード導入のための指令改正 

・2007 年 オランダ道路交通局（RDW）において、IC カード化の内部検討

開始 

・2007 年 欧州車両・運転手登録機関協会（EReg）において、RDW が自

国における IC カード化の検討状況と報告 

・2008 年 EReg において、車両登録証明書の IC カード化に関する分科

会（トピックグループ）の立ち上げ（※議長は RDW） 

・2008 年 第１回分科会ワークショップ（ブラチスラヴァ、スロバキア） 

・2008 年 第２回分科会ワークショップ（ワルシャワ、ポーランド） 

・2010 年 オーストリア、スロバキアにおいて IC カードの運用開始 
                                                   
iii 欧州指令：COUNCIL DIRECTIVE 1999/37/EC of 29 April 1999 

  出典：https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=celex:31999L0037 
iv 出典：https://ereg-association.eu/media/1195/final-report-ereg-topic-group-v-smartcard-vehicle-

registration-certificate.pdf 
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・2013 年 分科会報告書「IC 登録証明書」のとりまとめ 

・2014 年 オランダにおいて IC カードの運用開始 

 

 ＜オランダにおける内部検討結果（2008 年）＞ 

○導入の理由 

  ・運転免許証が先行して IC カード化（2006 年） 

  ・2003 年の IC カード導入のための指令改正時と比較し技術が向上 

  ・多くの情報を扱う需要の増加（環境視点など） 

  ・不正輸出対策の強化 

  ・e ガバメントの推進の社会的要請  など 

○国際的な活用の可能性 

  ・欧州登録証としての利用 

  ・欧州内の更なる基準の調和 

  ・車両登録に関する詳細情報の電子的な活用 

  ・輸出入時の不正防止 

  ・国際的な車両情報の共有  など 

 

 ＜分科会報告書の結論＞ 

・2014 年初頭において、IC カードを導入したのは３カ国のみ 

・数年前に想定されていたよりも IC カードの導入が進んでいない 

・IC カードを導入した３カ国においても、その導入方法は異なっており、

欧州内での調和が図られていない 

・IC カード化のための安定した導入モデルを見つけるのが困難 

・IC カードを活用した拡張サービスについて、アイデアはあるものの導入

されていない  など 

 

②ＩＣ登録証明書の概要 

上述の「ＩＣ登録証明書に関する報告書」及び各国の発行機関のサイト

によると、ＩＣ登録証明書の概要とは以下のとおりとなっている。 

 

 （オランダ） 

  ・運用開始日 ： 2014 年 1 月 

  ・携 帯 義 務 ： 有り（ＩＣカードの携帯義務は登録から 14 日後に発生） 

  ・発 行 方 法 ： 郵送 

  ・発 行 機 関 ： 道路交通局（ＲＤＷ） 

  ・発 行 契 機 ： 新規登録、変更登録、移転登録時の全てで新規発行 

  ・格 納 情 報 ： 欧州指令が定める項目に準拠 

 （スロバキア） 

15



 

 

  ・運用開始日 ： 2010 年 6 月 

  ・携 帯 義 務 ： 無し 

  ・発 行 方 法 ： 郵送（紙の証明書発行から 30 日以内） 

  ・発 行 機 関 ： 警察 

  ・発 行 契 機 ： 新規登録、変更登録、移転登録時の全てで新規発行 

  ・格 納 情 報 ： 欧州指令が定める項目に準拠 

 

 （オーストリア） 

  ・運用開始日 ： 2010 年 12 月 

  ・携 帯 義 務 ： 有り 

  ・発 行 方 法 ： 郵送（郵送されるまでの間、紙製の証明書を発行） 

  ・発 行 機 関 ： 保険関連組合（ＶＶＯ） 

  ・発 行 契 機 ： 新規登録、変更登録、移転登録時の全てで新規発行 

  ・格 納 情 報 ： 欧州指令が定める項目に準拠 

 

 

③ＩＣ登録証明書のセキュリティ対策 

         前述の欧州指令によると、ＩＣ登録証明書のセキュリティ対策について、

次のとおり規定されている。 

 

 ＜券面上の対策＞ 

券面に対して、「マイクロ文字」、「彩文デザイン」、「虹色印刷」など１０

種類ある対策のうち、最低でも３つの対策を講じることとなっている。な

お、追加で新たなセキュリティ対策を行うことに制限はない。 

 

 ＜格納データの保護＞ 

情報の読取りについては、制限がなく誰でも読取り可能となっている。 

一方、情報の書き込みについては、各国当局に限定され、技術的な対

策が施される。 

また、情報の改ざんを防止するため、各国当局によって電子署名が行

われる。  

16



 

 

Ⅳ 今年度のとりまとめに向けた取組 

本「中間とりまとめ」では、自動車検査証を電子化するにあたっての基本コ

ンセプトの方向性やその進め方について、整理を行った。 

 

今年度は、本「中間とりまとめ」で掲げた取組の実現に向けて、電子化にあ

たってのコスト、セキュリティ対策やシステム要件、性能要件等に関して具体

的な技術的検討を進めていくことが重要である。 

とりわけ「セキュリティ対策」については、不正アクセス・情報漏洩対策、

紛失時の対応、偽造・スキミング対策等といった観点について重点的に本検討

会において議論を続けていくこととする。 

来年度は、自動車検査証の電子化による更なる展開について、積極的に検討

を行うことが重要である。 

具体的には、他の行政機関や民間事業者等における電子化された自動車検査

証のチップ容量の利活用や無車検・無保険車対策への活用、検査情報の一元管

理など、ＩＣチップ内に自動車の属性以外の情報が格納される場合があり得る

ことも含め、自動車検査証の電子化が、より便利で安心・安全な自動車社会に

貢献できるよう検討を進めて行く予定である。 
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 委員名簿 

 

(敬称略、５０音順 ◎：座長 ○：座長代理 ) 

 

◎石田 東生  筑波大学 名誉教授 

○大山 永昭  東京工業大学科学技術創成研究院 教授 

川端 由美  自動車ジャーナリスト 

坂  明   （一財）日本サイバー犯罪対策センター 理事 

新保 史生  慶應義塾大学総合政策学部 教授 

関  哲朗  文教大学情報学部情報社会学科 教授 

（関係団体） 

青山 猛紀  （一社）日本損害保険協会自賠責保険固有業務PTリーダー 

 荒岡 克巳  日本行政書士会連合会 副会長 

安藤 敏朗  ＯＳＳ都道府県税協議会 会長 

岡安 雅幸  （一社）全国自動車標板協議会 専務理事 

久保田秀暢  （独）自動車技術総合機構 審議役 

木場 宣行  (一社)日本自動車整備振興会連合会 専務理事 

島﨑 有平  (一社)日本自動車販売協会連合会 常務理事 

德永 泉    (一社)全国軽自動車協会連合会 専務理事 

堀内 俊樹  （一財）自動車検査登録情報協会 顧問 

三上 哲史  軽自動車検査協会 理事 

武藤 孝弘  (一社)日本中古自動車販売協会連合会 専務理事 

和迩 健二  （一社）日本自動車工業会 常務理事 

（行政機関） 

  奥田 直彦  内閣官房ＩＴ総合戦略室 参事官 

 蔭山 良幸  国土交通省総合政策局情報政策課 課長 

林  和宏  警察庁交通局交通企画課 課長補佐 

村中 俊治        交通規制課 課長補佐 

平木 省   総務省自治税務局都道府県税課自動車税制企画室 室長 

（国土交通省） 

奥田 哲也  自動車局長 

 島  雅之  自動車局次長 

 福田 守雄  大臣官房審議官（自動車局） 

 河原畑 徹  自動車局総務課長 

 小林 豊   自動車局保障制度参事官 

 佐橋 真人  自動車局環境政策課長 

 江坂 行弘  自動車局技術政策課長 

 野津 真生  自動車局審査・リコール課長 

 平井 隆志  自動車局整備課長 

 田中 賢二  自動車局自動車情報課長 

 須賀 政幸  自動車局自動車情報課課長補佐 
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 開催経緯 

 

 

第１回検討会（平成３０年９月５日） 

○自動車保有関係手続きの現状について 

○自動車検査証電子化の目的・効果について 

○自動車検査証の利用状況について 

○検討事項（案）について 

○当面の進め方（案）について 

 

第２回検討会（平成３０年１０月１日） 

○関係団体・行政機関からのヒアリング 

 ・（一社）日本損害保険協会 

 ・（一社）全国自動車標板協議会 

 ・（独）自動車技術総合機構 

 ・（一社）日本自動車整備振興会連合会 

 ・（一社）日本自動車販売協会連合会 

 ・警察庁 

 ・軽自動車検査協会 

○国内における行政情報等の電子化事例について 

○第１回検討会の意見交換を踏まえた論点整理（案） 

 

第３回検討会（平成３０年１０月３１日） 

 ○自動車検査証の電子化に関する海外事例について 

 ○関係団体・行政機関からのヒアリング結果について 

 ○自動車検査証の電子化の基本コンセプト策定に向けた論点（案）について 

 

第４回検討会（平成３０年１１月１２日） 

 ○中間とりまとめ（案）について 
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車検証の利用状況

利用シーン 利用状況

本人 使用車両の確認 車検の有効期間等の確認等のための利用、保有している運転免許での運転の可否

民間

保険
自賠責保険契約 契約時に車検証情報（車台番号、ナンバー、種別、使用の本拠の位置等）を利用

任意保険契約 新規契約の際に車検証情報を利用

自己所有の車両管理
・運送事業者、リース会社等が自社の保有車両の管理のため車検証情報を活用
・信販会社等が自己名義の車両の管理のため車検証情報を活用

点検整備、車検 整備事業者等が、点検整備時、車検時に車検証情報を活用。

流通 買取り査定 買取り査定時に車両の基礎情報として車検証を参照

自動車の運搬 海上輸送 自動車の輸送の際に車検証を用いて諸元を確認し、積込計画に利用

自動車の解体 自動車リサイクル法に基づく自動車の解体時における報告記録の際に車検証情報を利用

ＥＴＣ ＥＴＣのセットアップの際に車検証情報を利用

フェリー フェリー利用料金の適用区分確定のため、車検証を用いて諸元を確認

駐車場 駐車場の契約時に長さ、幅、高さや「車いす自動車」等の車検証情報を利用

行政等

検査 自動車技術総合機構における検査の際に車検証情報を利用

ナンバープレートの交付・封印
・ナンバープレートの交付業務において誤交付防止のため、車検証を確認
・封印取付け時に車検証を用いて現車確認

許認可（運送事業・道路通行許可等）
運送事業等の許認可（バス、タクシー、トラック等）や道路通行許可の際の添付書類として写しの
提出が必要

徴税（自動車重量税、自動車税、自動車取得税、
軽自動車税）

・自動車重量税の徴税事務において原本を確認
・新車登録時に自動車税、自動車取得税の徴税事務において原本を確認
・軽自動車の新規検査時に軽自動車税、自動車取得税の徴税事務において原本を確認

警察活動（交通取締り・交通事故処理・各種許
可等）

交通取締り、交通事故処理、各種許可等に当たり必要な情報を確認するため、車検証を確認又
は車検証の写しを受領

公共工事 公共工事の入札時におけるダンプの保有台数の確認のため、車検証を確認

別
添
１
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自動車検査証の電子化の方式別の検討

ＩＣチップあり ＩＣチップなし

ＩＣカード 車載器 車体埋込 ＲＦＩＤタグ ＷＥＢ

チップ
記録

サーバ
管理

チップ
記録

サーバ
管理

チップ
記録

サーバ
管理

チップ
記録

サーバ
管理

ＩＤ・パス
ワード

閲覧／
写しの
作成

ネットなし
環境対応

○ × ○ × ○ × ○ × ×

読取端末
の要否

要（※） 要 要 要 要 要 要 要 否

読取り内容の
電子的活用

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

書換えの容易性
（可搬性）

○ ○ × × × × × × ○

普及の容易性 ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○

コスト（高・中・低） 中 中 高 高 高 高 中 中 低

備考

(※)
車検証情
報の一部
を券面に
も記載可
能

同左

車載器非
保有者が
一定期間
存在する
ため、書
面と電子
化された
車検証の
両方の運
用が必要

同左

車体埋込
非対応自
動車が一
定期間存
在するた
め、書面と
電子化さ
れた車検
証の両方
の運用が
必要

同左

セキュリ
ティ上簡
単に読み
取られな
いように
PWの設定
が必要と
なる

同左

ＩＤパスワー
ドを付与さ
れた使用者
本人のみし
か確認でき
ない

電子化方式

検討項目

※セキュリティの確保については、いずれの方式においても既存の技術の活用を予定

別
添
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現行の自動車検査証
別
添
３

2
2



自動車検査証記載情報の券面表示・ＩＣチップ記載情報

使用者の氏名：○○ ○○

＜表面＞（イメージ）

（備考）

123

＜裏面＞(イメージ)

セキュリティ・コード

12345

管理番号

自動車検査証

○○運輸支局長

登録番号 初度登録年月日 種別 用途 形状

車台番号 長さ 幅 高さ

型式 乗車定員 最大積載量 型式指定番号

原動機の型式 総排気量／定格出力 燃料 車両重量 類別区分番号

前前軸重 前後軸重 後前軸重 後後軸重 車両総重量

券面記載事項の基本的考え方
・継続検査、変更登録等の影響を受けない基礎的情報を券面表示
・現行の車検証情報と同様の情報はICチップに記録

主な記載事項と考え方

自動車登録番号／車両番号 表示

・車検証の交付管理を行う観点から券面表示
管理番号 表示

・使用者等がICチップ記録にアクセスするための確認コードを券面表示
(例:クレジットカード)

セキュリティ・コード 表示

・券面表示した場合相続・リース終了時に書換が必要となる。また、車両
の保守管理責任は一義的には使用者にあることも踏まえ、券面非表示

所有者の氏名・住所 非表示

・券面表示した場合住所変更時に書換が必要となる。

使用者の住所・
使用の本拠の位置

非表示

車台番号 表示

使用者の氏名 表示

有効期間 非表示
・ ＩＣチップの空き容量を行政機関、民間事業者等が利
活用できるようにしてはどうか。

［緊急］［道路維持］［自主防犯］［５軸車］［土砂禁］
［路線バス］［緩和］［けん引］

重要な備考欄情報については略語
を表示し、詳細はチップに記録する

その他諸元等 表示

別
添
４
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ＩＣ車検証の閲覧方法
○ ＩＣ車検証のＩＣチップには、所有者の氏名・住所、使用者の住所等が記録されており、ＩＣカード化された車検証を
悪用しようとする者が個人情報にアクセスしようとすることを防ぐ観点から、何らかのセキュリティ対策を講じる必要
があるのではないか。

○ 現行の書面の車検証にあっては、それを手にした者は目視で内容を確認できるほか、写しの取得も可能である
点に留意。

ＩＣチップのタッチあり

ＱＲコード※あり ＱＲコードなし

ＰＷ入力あり ＰＷ入力なし ＰＷ入力あり ＰＷ入力なし

ＳＣ入力あり ＳＣ入力なし ＳＣ入力あり ＳＣ入力なし ＳＣ入力あり ＳＣ入力なし ＳＣ入力あり ＳＣ入力なし

認証プロセス ４段階 ３段階 ３段階 ２段階 ３段階 ２段階 ２段階 １段階

個人情報保護 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ △

スキミング対策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

コスト（中・低） 中 中 中 中 低 低 低 低

その他
メリット

キーボード入
力不要でセ
キュリティ確保

・使用者以外
の者でも、車
検証を手にし
ていれば容
易に閲覧可

同左

その他
デメリット

・認証が煩雑
・ＱＲコードの
読取端末が
必要

同左 同左
・ＱＲコードの
読取端末が
必要

・手続代行を
依頼する場合
など、使用者
が本人以外
の者にパス
ワードを教え
る必要あり

同左

・スキミングに
よりＩＣチップ
にアクセスさ
れた場合、個
人情報の閲
覧が可

凡例） ＰＷ：パスワード、ＳＣ：セキュリティコード
※ＩＣチップにアクセスするための認証用ＱＲコード

別
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ＩＣチップの記録事項の印刷・電子ファイル生成（イメージ）

○ 車検証の利用者の利便性確保のため、ＩＣチップ記録事項の読取り後に、印刷または電子ファイル生成を可能と
することが必要ではないか。
・ 例１ 保険加入時、保険金支払時に、契約者が写しを確認（場合により提出）する必要
・ 例２ 行政の許認可申請において、写しの提出が必要 等
・ 例３ 車検証の利用者における車検証情報の電子的保存

車検証の読取り
記録事項の

電子ファイル生成

電子ファイルの印刷

電子ファイルの共有・保存ピッ

別
添
６
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ＩＣチップの記録事項の電子的活用（イメージ）

○ 手続代行者等における業務効率化のため、車検証のＩＣチップの記録事項を読取り後、当該データを電子的に活
用できるようにできないか。

・ 例１ 指定整備事業者による電子保適証交付時・ＯＳＳ申請時における業務処理の合理化
・ 例２ 認証事業者による持込検査時の電子車検証情報を活用した申請書類の作成に係る簡略化
・ 例３ 保険会社・代理店による手入力の削減 等

車検証の読取り
記録事項の
電子データ生成

ピッ

別のソフト／アプリで
そのまま活用

電子データ化
⇒ 自動車登録番号又は車
両番号、登録年月日／交付
年月日、初度登録年、、、、、 手入力不要に

別
添
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継続検査OSSにおける自動車検査証の記録・検査標章の印刷・交付主体

依頼 OSS手続代行 OSS

ユ
ー
ザ
ー

OSS手続代行者
(指定整備事業者)

支局等

OSS申請代理人 完了通知完了通知

更新・印刷情報の
送信

更新・印刷情報の送信

or
ピッ

ピッ

返付
・
交付

○ 車検証の記録・検査標章の印刷・交付主体として、まず、継続検査OSSの手続に関与した者とすることが考えられる。
○ 車検証の記録と検査標章の印刷・交付は同一主体が同時に行うべきではないか。

【継続検査OSSフロー（「記録・印刷・交付主体を」継続検査OSSの手続に関与した者としたイメージ）】

・ 手続代行者がＯＳＳ手続代行をする際に、システム上、車検証の記録及び検査標章の
印刷・交付について、
①自身で実施、②申請代理人に委託
を選択可とすることが考えられる。

別
添
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整備事業者等によるＩＣカードへの記録・検査標章の印刷・交付に係る監督体制

ユーザー OSS手続代行者
（指定整備事業者等）

OSS申請代理人 運輸支局等

車検依頼 点検・整備

OSS申請カード情報送信 審査

情報受信

記録・印刷の実施

車検完了

通知受信

カード情報読取

事業者内で記録・印刷権限
を付与された者のIDで実行

②記録・印刷情報の送信

又
は

国

審査完了通知通知受信

記録・印刷完了通知 通知受信

記録・印刷の実施 必要に応じて監査

①記録・印刷情報の送信情報受信

必要に応じて監査

記録・印刷完了通知

記録・印刷事務代行

記録・印刷事務代行

国が行う記録・印刷事務の委託

ＩＣカードの更新状況、
検査標章の印刷状況を
システム管理 別

添
９

通知受信
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導入コスト

電子情報の読取・書換え端末 電子情報の読取端末 読取りアプリ

機器等 専用端末 汎用ＩＣリーダ・ライター 汎用ＩＣリーダ ＩＣ読取機能付スマホ 読取りアプリ

費用
（イメージ）

端末の機能による 数千円程度～ 数千円程度～ 数万円程度～ アプリの機能による

イメージ

電子化後の自動車検査証 検査標章

機器等 ＩＣカード ＩＣタグ 検査標章印刷機

費用
（イメージ）

数百円程度～ 数十円程度～ 仕様による

イメージ

■ ICカードの読取・書換端末、検査標章の印刷機などの導入コストの低減に向け、なるべく専用機器ではなく、汎用機器を利用できるよ
うな設計とすることが必要。特に、先行している他の行政機関におけるＩＣカード読取・書換端末が利用できるような配慮が必要。なお、
規格の検討にあたっては、他の行政関係のICカード（マイナンバーカード、住民基本台帳カード、免許証、パスポート）において共通の
規格（ISO/IEC14443TypeB）が採用されている点に留意する。

〇 関係機関において必要な費用（イメージ）

〇 国土交通省において必要な費用（イメージ）

■ 車検証の電子化にあたり、国土交通省においては、自動車登録検査業務システム及びＯＳＳインターフェースシステムの相当程度の
改修が必要と見込まれる。このため、両システムの更改時にあわせて改修することにより、費用低減を図る。

別
添
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第２ 具体的施策

Ⅰ．Society5.0の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」

［３］「行政」「インフラ」が変わる

１．デジタル・ガバメントの実現（行政からの生産性革命）

ⅰ）旗艦プロジェクトの推進

①個人向けワンストップサービスの実現

・個別手続のみに着目した従来の「縦割り」型のオンライン化から脱却し、徹底した利用者視点に立ち、多く
の国民の生活に大きな影響のある個人向け行政手続等のワンストップ化を強力に推進する。

・具体的には、同じ内容について複数の異なる窓口での手続を強いられている「引越し」や「死亡・相続」に つ
いては、それぞれ来年度から、「介護」については本年度から、順次サービスを開始する。

・自動車保有関係手続に関するワンストップ化を充実・拡充するため、自動車検査証の電子化の推進、
引越しワンストップサービス等との連携、軽自動車保有関係手続のワンストップ化に取り組む。

平成３０年６月15日
閣 議 決 定
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ＯＳＳ対象手続きにおける自動車検査証の電子化による効果

手続き
車検証の電子化
による効果

備考

継続検査
（指定整備）

出頭不要化 運輸支局における記録を選択する場合を除く

変更登録
（記載事項変更）

一部出頭不要化

券面記載事項の変更を伴わない場合、出頭不要
例１：所有者と使用者が異なる場合であって、所有者が引越した場合
例２：使用者が支局管轄区域内で引越した場合（使用の本拠の位置の変更が支局管轄区域
内でナンバーの変更がない場合）

移転登録
（記載事項変更）

一部出頭不要化
券面記載事項の変更を伴わない場合、出頭不要
例：所有権留保の解除により、所有者の氏名・住所のみ変更となった場合

新規登録 ― 車検証の交付を受けるため運輸支局等への出頭が必要

抹消登録 ― 車検証を返納する必要があるため運輸支局への出頭が必要

新規検査 ― 車検証の交付を受けるため運輸支局等への出頭が必要

継続検査
（持ち込み）

構造変更

予備検査

OSS申請対象外
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